
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第83 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額 減 損 損 失 累 計 額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 16¶190¶962¶289 688¶781¶003 2¶498¶938 16¶877¶244¶354 5¶010¶277¶050 604¶157¶138 0 0 0 11¶866¶967¶304

構 築 物 4¶400¶607¶511 193¶961¶265 10¶992¶787 4¶583¶575¶989 1¶646¶872¶173 183¶800¶570 0 0 0 2¶936¶703¶816

機 械 装 置 155¶464¶206 0 0 155¶464¶206 99¶638¶268 13¶673¶178 0 0 0 55¶825¶938

工具器具備品 230¶825¶493 128¶914¶753 30¶983¶177 328¶757¶069 192¶754¶927 18¶695¶326 0 0 0 136¶002¶142

図 書 52¶189¶703 0 1¶150¶848 51¶038¶855 0 0 0 0 0 51¶038¶855

船 舶 8¶500 0 0 8¶500 8¶499 0 0 0 0 1

車 両 運 搬 具 5¶706¶366 0 0 5¶706¶366 5¶706¶363 544¶238 0 0 0 3

計 21¶035¶764¶068 1¶011¶657¶021 45¶625¶750 22¶001¶795¶339 6¶955¶257¶280 820¶870¶450 0 0 0 15¶046¶538¶059

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産以外）

建 物 855¶206¶330 122¶195¶965 0 977¶402¶295 146¶846¶865 49¶044¶706 0 0 0 830¶555¶430

構 築 物 142¶185¶201 143¶420¶647 38¶989 285¶566¶859 29¶039¶118 10¶481¶529 0 0 0 256¶527¶741

工具器具備品 864¶212¶972 255¶393¶354 1¶500¶000 1¶118¶106¶326 501¶857¶205 189¶761¶897 0 0 0 616¶249¶121

図 書 2¶436¶967¶485 66¶890¶222 7¶427¶956 2¶496¶429¶751 0 0 0 0 0 2¶496¶429¶751

車 両 運 搬 具 13¶437¶060 4¶460¶640 0 17¶897¶700 9¶890¶307 2¶425¶347 0 0 0 8¶007¶393

計 4¶312¶009¶048 592¶360¶828 8¶966¶945 4¶895¶402¶931 687¶633¶495 251¶713¶479 0 0 0 4¶207¶769¶436

非 償 却 資 産 土 地 56¶538¶271¶460 0 0 56¶538¶271¶460 0 0 0 0 0 56¶538¶271¶460

美術品・収蔵品 66¶298¶500 2¶609¶251 0 68¶907¶751 0 0 0 0 0 68¶907¶751

２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

１．現金及び預金 2¶511¶675¶983 2¶511¶675¶983 `

２．未収学生納付金収入 16¶978¶400 16¶978¶400 `

３．未払金（リース債務除く） (1¶565¶086¶699) (1¶565¶086¶699) `

４．リース債務 ※２ (171¶150¶388) (171¶648¶846) � 498¶458

※１ 負債に計上されているものについては、（ ）で示している。
※２ リース債務は貸借対照表上、未払金に59¶171¶065円、長期未払金に111¶979¶323円計上されて
いる。
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~ 金融商品の時価の算定方法
１．現金及び預金、２．未収学生納付金収入並びに３．未払金（リース債務除く）
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ている。
４．リース債務
元利金の合計額を同様の新規リース取引を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する
方法によっている。

（追加情報）
当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金
融商品の時価等の開示に関する適用指針（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用
しております。
（重要な債務負担行為）
平成22年３月31日現在における重要な債務負担行為は次の通りである。
１．附属天王寺小学校校舎改修工事 204¶540¶000円
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